
                                令和８年３月２３日  

 

吸収合併にかかる事前開示書面 

 

大阪市北区中之島三丁目６番３２号     

株式会社チャーム・ケア・コーポレーション 

代表取締役 下村 隆彦          

 

大阪市北区中之島三丁目６番３２号     

ＣＭケア株式会社             

代表取締役 伊田 幸太          

 

 

株式会社チャーム・ケア・コーポレーション（以下「吸収合併存続会社」といいます）及びＣＭケ

ア株式会社（以下「吸収合併消滅会社」といいます）は、下記のとおり吸収合併（以下「本合併」と

いいます。）を行うことといたしました。よって、ここに本合併に関する事項を会社法に基づき本店

に備置いたします。 

 なお、本合併は完全親子会社間の無対価合併につき、吸収合併存続会社においては会社法第７９６

条第２項に定める簡易合併、吸収合併消滅会社においては会社法第７８４条第１項に定める略式合併

となります。 

 

１．吸収合併契約の内容 

別紙１のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

完全親子会社間の合併につき、株主構成に変動がないため、合併対価を定めないことは合理的

です。 

 

３．新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．吸収合併消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等 

別紙２のとおりです。 

 

５．吸収合併消滅会社における最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担

その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象 



該当事項はありません。 

 

６．吸収合併存続会社における最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担

その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象 

吸収合併存続会社は、有価証券報告書及び半期報告書を近畿財務局に提出しております。金融

商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示に関する電子開示システム（EDINET）により閲覧

可能な有価証券報告書に記載の「重要な後発事象」のとおりであり、その他に該当する事項は

ございません。 

 

７．債務の履行の見込みに関する事項 

本合併後の存続会社においては、財務基盤が強化されることにより、既存債務の履行に支障を

生じる見込みはありません。また、直近の財務諸表に基づき、自己資本比率・流動比率等の健

全性が確認されています。 

 

８．備置き開始後の変更に関する事項 

備置開始日後に上記に掲げる事項に変更が生じた場合は、速やかに変更後の内容を本店に備え

置き、閲覧に供します。 

 

                                         以 上  



 

 

合 併 契 約 書 

 

 株式会社チャーム・ケア・コーポレーション（以下「甲」という。）とＣＭケア株式会社（以

下「乙」という。）とは、次のとおり合併契約を締結する。 

 

第１条（合併の方法） 

甲及び乙は合併して、甲は存続し、乙は解散する。 

 

第２条（効力発生日） 

効力発生日は、令和８年７月１日とする。ただし、手続の進行に応じ必要があるときは、 

甲乙間で協議のうえ、期日を変更することができる。 

 

第３条（合併対価の交付及び割当） 

    甲は、乙の全株式を所有しているので、本合併に際して、乙の株主に対して、その株式 

に代わる金銭等（甲の株式及び金銭を含む）の交付を行わない。 

 

第４条（増加すべき資本金及び準備金の額等） 

    本合併に際して甲の資本金及び資本準備金は増加しない。 

  

第５条（合併契約の承認） 

甲は会社法第７９６条第２項により、乙は会社法第７８４条第１項により、本契約につ 

いて株主総会の承認を経ずに合併するものとする。 

 

第６条（善管注意義務）  

甲及び乙は、本契約締結の日から本合併の効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注 

意をもって、それぞれ業務を執行し、かつ一切の財産を管理、運営し、その財産および権 

利義務に重大な影響を及ぼす行為を行う場合には、あらかじめ甲及び乙が協議し、合意の 

上、これを実行する。 

 

第７条（合併条件の変更、合併契約の解除） 

本契約締結の日から効力発生日に至る間において、天災地変その他の事由により、甲ま 

たは乙いずれかの資産状態もしくは経営状態に重大な変動が生じたとき、または本合併の 

実行に重大な支障となる事態が生じたときは、甲および乙が協議し合意の上、本合併の条 

件を変更しまたは本契約を解除することができる。 

 

第８条（解散費用） 

本合併の効力発生日以降において、乙の解散のために支出すべき費用は、すべて甲の負 

担とする。 

 

 

 

 

 

第９条（協議事項） 

本契約に定める事項のほか、本合併に関し必要な事項は、本契約の趣旨に従って甲乙 

が協議の上、これを決定する。 

 

第１０条（管轄） 

甲及び乙は、本契約に起因しまたは関連する一切の紛争については、大阪地方裁判所 

を第一審の専属的管轄裁判所とすることに合意する。 

 

 

 本契約の成立を証するため、本契約書を電子署名により締結します。 

本契約は、当事者双方が電子署名を完了した時点で効力を生じ、紙媒体による契約書と同等の

法的効力を有します。 

 

 

 

令和８年２月２４日 

 

 

       甲   大阪市北区中之島三丁目６番３２号 

            株式会社チャーム・ケア・コーポレーション 

            代表取締役 下村 隆彦 

    

 

   

 乙   大阪市北区中之島三丁目６番３２号 

            ＣＭケア株式会社 

            代表取締役 伊田 幸太 

C10996
テキストボックス
別紙１



事 業 報 告 

2024年７月２日から 

2025年６月30日まで 

 

１．会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過および成果  

当事業年度におけるわが国経済は、緩やかに 回復する一方で、アメリカの通商政策の影響

による景気の下振れリスクや、物価上昇の継続による個人消費の下振れリスクが懸念され、景

気の先行きは不透明感が見受けられます。 

介護業界におきましては、今後も高齢者人口は増加していき、これにともない高齢者単独世 

帯も増加し、介護サービスに対する需要拡大が見込まれます。一方で、異業種からの新規参入 

により競争が激しさを増しています。加えて、介護職における雇用情勢につきましては、2025

年６月の有効求人倍率は 3.76 倍（全国平均・常用（パート含む））と全職種平均の 1.05 倍を

大きく上回り、介護職員の確保が引き続き課題となっているなど、当業界を取り巻く環境は厳

しさを増しております。 

このような状況の中で、当社は親会社である株式会社チャーム・ケア・コーポレーション

（以下、親会社）の企業理念である「高齢者生活サービスを中心として、お客様お一人おひと

りの価値観を大切にし、お客様にあった魅力的な生活を提案する」に則って、開設エリアのお

客様のニーズに応じた価格設定及びお客様にとって魅力的な介護サービスの提供を通じて競争

優位性の確保に向けた取り組みを進めてまいりました。 

上記の結果、売上高は 685,698 千円、営業利益は 5,927 千円、経常利益は 18,162 千円、当

期純利益は 294,921 千円となりました。 

 

（２）資金調達の状況 

当社は、運転資金に充当する為、親会社から 200,000 千円の借り入れを行いましたが、当事

業年度中に返済しております。 

 

（３）設備投資等の状況 

該当事項はありません。 

 

（４）対処すべき課題 

高齢者人口がさらに増加する日本の都市部において、老人ホームの需要が一層高まることが

予想されます。今後の介護サービス需要の拡大にともない懸念される労働力不足の問題は、当

社におきましても重要な経営課題と認識しており、従業員の定着率の向上のため、長期的な労

働力確保を視野に入れた新卒採用の強化や従業員の処遇改善の充実、キャリアパス制度の適切

な運営、実践に即した教育研修の実施などの取り組みを進めてまいります。 

また、将来の労働力不足を見据え、ＩＴ機器やＡＩの導入、人員配置の最適化等により、サ

ービスの質を向上させつつ、業務の効率化・省力化を図ってまいります。 

別紙２ 



 

（５）財産および損益の状況 

          期 別 

区 分 

2025 年 6期 

第 1 期 

売上高（千円） 685,698 

経常利益（千円） 18,162 

当期純利益（千円） 294,921 

1 株当たり当期純利益 2,949,217 円 24 銭 

総資産（千円） 1,340,756 

純資産（千円） 966,410 

1 株当たり純資産 9,664,101 円 

 

（６）重要な親会社及び子会社の状況 

   ①親会社の状況 

    親会社は、当社の株式を 100 株(出資比率 100.0%)保有しております。 

 

②重要な子会社の状況  

該当事項はありません。 

 

（７）主要な事業内容 

   当社は介護付有料老人ホーム、看護小規模多機能型居宅介護、居宅介護支援事業所の経営な

らびに運営管理をしております。 

 

（８）主要な営業所 

名称 所在地 

本社 大阪市北区 

チャーム大森 東京都大田区 

チャーム新川崎 神奈川県川崎市 

和音 神奈川県川崎市 

きびたき 神奈川県川崎市 

 

（９）従業員の状況                   （2025 年６月 30 日現在） 

従業員数 前期比増減 平均年齢 平均勤続年数 

110 名 －名 － － 

（注１）上記人数のうち、取締役は含んでおりません。 

 

（10）主要な借入先の状況 

  該当事項はありません。 



２．会社の株式に関する事項 （2025 年 6 月 30 日現在） 

（１）発行可能株式総数  普通株式 1,000 株 

 

（２）発行済み株式の総数 普通株式  100 株 

 

（３）株主数 １名 

 

（４）大株主（上位 10名） 

株主名 
持株数 合計株式 

普通株式 合計株式 出資比率 

株式会社チャーム・ケア・コーポレーション 100 株 100 株 100.0% 

 

 

３．会社役員に関する事項 （2025 年 6 月 30 日現在） 

（１）取締役および監査役の氏名等 

氏名 地位 担当および重要な兼職の状況 

伊田 幸太 代表取締役 
株式会社チャーム・ケア・コーポレーション執行役員首都

圏介護事業部長 

   （注）当社は、会社法 326 条に基づき、取締役を１名のみ選任しております。 

 

（２）取締役および監査役の報酬等の総額 

該当事項はありません。 

  



 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

事業年度の末日における発行済株式数 

普通株式 100 株 

 


